
拝啓 時下ますます御健勝のことと存じます。

さて、平成２１年度の国の予算につきましては、昨年１２月２４日閣議決定さ

れたところであります。

この国の予算に関連して、現在平成２１年度の地方財政計画の策定を急いでい

るところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至っておりません

が、地方公共団体の予算編成作業の状況にかんがみ、さしあたり現段階における

地方財政の見通し、その他予算編成上留意すべき事柄について、別紙のとおりお

知らせいたします。

また、貴都道府県内の市町村に対しても速やかにその趣旨を御連絡いただくよ

うお願い申し上げます。

なお、本通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４（技術

的な助言）に基づくものです。

時節柄御自愛専一の程お祈りいたします。

敬 具

平成２１年１月２０日

総務省自治財政局財政課長

平 嶋 彰 英

各都道府県総務部長 殿

（財政担当課、市町村担当課扱い）

各指定都市財政局長 殿

（財政担当課扱い）
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（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、昨年１２月３日「平成２１年度予算編成の基本方針」（別添資料

第１）を閣議決定し、１２月１９日に「平成２１年度の経済見通しと経済財

政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解するとともに、同日の経

済対策閣僚会議で「生活防衛のための緊急対策」を決定し、これに基づいて

同月２４日、平成２１年度予算の概算（別添資料第３）を閣議決定した。ま

た、同日、「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プ

ログラム」」（以下、「中期プログラム」という。別添資料第４）を閣議決

定した。

１ 平成２１年度予算及び財政投融資計画は、次のような基本的考え方により

編成された。

(1) 平成２１年度予算編成にあたっては、「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定。以下、「基本方針

２００６」という。）」等に基づき財政健全化に向けた基本的方向性を維

持する観点から、「平成２１年度予算の概算要求に当たっての基本的な方

針について」（平成２０年７月２９日閣議了解）を維持しつつ、「金融・

世界経済に関する首脳会合」の宣言も踏まえ、重要課題推進枠の活用など

により予算配分の重点化を行うとともに、世界の経済金融情勢の変化を受

け、国民生活と日本経済を守るべく、「生活対策」（平成２０年１０月３０

日新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議決定）に盛

り込まれた内需拡大と成長力強化等に向けた税制上の措置とあわせ、状況

に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う。また、行政支出総点検会

議等の議論を踏まえ、政策の必要性をゼロベースで精査し、行政支出全般

を徹底して見直すことにより、財政支出の抑制につなげる。なお、年金・

医療等に係る経費等特定の経費に関連して、新たな安定財源の確保につい

て検討する。

(2) 予算配分の重点化に当たっては、「生活者の暮らしの安心」、「金融・

経済の安定強化」及び「地方の底力の発揮」に施策を集中する。また、各

府省は、各施策について成果目標を提示し、厳格な事後評価を行う。政策
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評価等を活用し、歳出の効率化・合理化を進める。政策の棚卸しにより、

従来から整理されず引き続いて行われているような政策は、思い切った見

直しを行う。

(3) 国民の期待に応える政府とするため、政府の一層の効率化を図る。「廃

すべきは廃し、改めるべきものは改める」との姿勢で国・地方を通じた大

胆な行政改革を進め、ムダを徹底的に省いて政府の規模を縮小することに

より、国民に温かい効率的な政府をつくる。

このため、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」（平成１８年法律第４７号。以下、「行革推進法」という。）

に基づき、民間活動の領域を拡大し、行政機構の整理・合理化を図る観点

から、事業の仕分け・見直しを行いつつ、行政のスリム化・効率化を一層

徹底し、総人件費改革や特別会計改革（財政投融資特別会計の金利変動準

備金の活用等を含む。）、資産債務改革等について平成２１年度予算に適

切に反映するとともに、「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２

月２４日閣議決定）を着実に実施する。あわせて、公務員制度改革、規制

改革、民間活力の活用や市場化テストの積極的な実施、公益法人への支出

の３割削減など公益法人の見直し等に取り組む。

行政機関の機構・定員については、国民に温かい効率的な政府をつくる

ため、大幅な定員削減を行い、小さな政府を目指す。①生活者の安心を支

える行政、②日本の国際的地位に見合った外交体制の２つを重点分野とし

て、府省の枠を越えたスクラップ・アンド・ビルドにより、必要な分野に

職員を配置する。

(4) 「地方分権改革推進委員会」の「第１次勧告」を受けた「地方分権改革

推進要綱（第１次）」(平成２０年６月２０日地方分権改革推進本部決定)

に基づき取り組む。

出先機関改革については、政府として、これを実現するための計画を平

成２０年度内に策定する（同委員会は、仕事及びこれに伴う人員の移譲を

含む国の出先機関の抜本的な改革及び地方自治体に対する国の法令による

義務付け・枠付けの見直しについて平成２０年１２月８日に「第２次勧告」

を行った。）。
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さらに、同委員会は、国・地方の財政状況を踏まえつつ、国庫補助負担

金、地方交付税、税源移譲を含めた税源配分の見直しの一体的な改革に向

け地方債を含めた検討を行い、勧告する。

これら勧告を踏まえ、「地方分権改革推進法」（平成１８年１２月１５

日法律第１１１号）に基づき、「地方分権改革推進計画」を策定し、「新

分権一括法案」を平成２１年度中できるだけ速やかに国会に提出する。

地方分権の進展を図った上で、最終的には、地域主権型道州制を目指す。

２ また、「平成２１年度予算編成の基本方針」においては、「地方財政」に

ついて、以下の方針が示されている。

(1) 平成２１年度予算においても、国の取組と歩調を合わせて、人件費、投

資的経費、一般行政経費の各分野にわたり、厳しく抑制を図るとともに、

安定的な財政運営に必要となる地方税、地方交付税等の一般財源の総額を

確保する。

(2) 地域間の財政力格差に対応するため、地方再生対策の考え方に従った交

付税配分の重点化を引き続き進め、地方交付税を財政の厳しい地域に重点

的に配分する。

(3) 道路特定財源の一般財源化に際し、１兆円を地方の実情に応じて使用す

る新たな仕組みを作る。

(4) 地方自治体（一般会計）に長期・低利の資金を融通できる、地方共同の

金融機構の創設について検討する。

(5) 景気後退や「生活対策」に伴う地方税や地方交付税の原資となる国税５

税の減収等について、地方公共団体への適切な財政措置を講じる。

(6) 地方公共団体においては、「地方公共団体における行政改革の更なる推

進のための指針」（平成１８年８月３１日付け総務事務次官通知。以下、

「地方行革新指針」という。）等を踏まえ、より一層積極的に地方行革に

取り組む。

３ さらに、「生活防衛のための緊急対策」においては、以下の方針が示され

ている。

(1) 地方公共団体が雇用創出等を図るとともに「生活者の暮らしの安心」や

「地方の底力の発揮」に向けた事業を実施することができるよう、地方交
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付税を１兆円（雇用創出につながる地域の実情に応じた事業を実施するた

めの特別枠０．５兆円）増額する。

(2) 経済金融情勢の変化等を踏まえ、果断な対応を機動的かつ弾力的に行う

ため、「経済緊急対応予備費」を新設する（１兆円）。その使途は、雇用、

中小企業金融、社会資本整備等とする。

４ このような方針に基づいて編成された平成２１年度の一般会計予算の規模

は、８８兆５，４８０億円（前年度比５兆４，８６７億円、６．６％増）で、

一般歳出は、５１兆７，３１０億円（前年度比４兆４，４６５億円、９．４

％増）となっている。なお、経済緊急対応予備費として１兆円計上されてい

る。

財政投融資計画の規模は、１５兆８，６３２億円（前年度比１兆９，９４３

億円、１４．４％増）となっている。

また、「平成２１年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」におい

ては、平成２１年度の国内総生産は５１０．２兆円程度、名目成長率は０．１

％程度、実質成長率は０．０％程度となるものと見込まれている。

５ なお、「中期プログラム」において、税制抜本改革の全体像について、以

下の方針が示されている。

(1) 税制抜本改革の道筋として、基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上

げのための財源措置や年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策に

要する費用の見通しを踏まえつつ、今年度を含む３年以内の景気回復に向

けた集中的な取組により経済状況を好転させることを前提に、消費税を含

む税制抜本改革を２０１１年度より実施できるよう、必要な法制上の措置

をあらかじめ講じ、２０１０年代半ばまでに段階的に行って持続可能な財

政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復過程の状況

と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発揮が見込まれる段階に達し

ているかなどを判断基準とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる

仕組みとする。

消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密に区分

経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応関係を明示す

る。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した年金、医療及び介護
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の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てることにより、消費税収はす

べて国民に還元し、官の肥大化には使わない。

(2) 税制抜本改革の基本的方向性として、地方税制については、地方分権の

推進と、国・地方を通じた社会保障制度の安定財源確保の観点から、地方

消費税の充実を検討するとともに、地方法人課税のあり方を見直すことに

より、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。

第２ 地方財政対策

平成２１年度においては、景気後退等に伴い地方税収入や地方交付税の原

資となる国税収入が急激に落ち込む中で、社会保障関係経費の自然増や公債

費が高い水準で推移すること等により、財源不足が大幅に拡大するものと見

込まれた。

このため、安定的な財政運営に必要な地方交付税及び一般財源の総額を確

保することを基本として、「基本方針２００６」等に沿って、国の歳出予算

と歩を一にして、定員の純減・給与構造改革等による給与関係経費の抑制や

地方単独事業費の抑制を図ることとする一方、極めて厳しい財政運営を強い

られている地方の切実な声を踏まえた地方交付税の増額と地方六団体の要望

を踏まえた地方財政計画の歳入歳出の適切な積み上げに取り組むこととし、

「生活防衛のための緊急対策」を踏まえ、雇用創出等のため地方交付税を１

兆円増額するとともに、地方財政計画の歳出を増額することとした。

このような方針に沿って講じることとした地方財政対策の概要は次のとお

りである。

１ 「生活防衛のための緊急対策」に基づく地方交付税の「１兆円」増額

「生活防衛のための緊急対策」に基づき既定の加算とは別枠で地方交付税

を１兆円増額するとともに、これに合わせて、地方財政計画の歳出に、特別

枠「地域雇用創出推進費」を創設するなど、地方公共団体が雇用創出等を図

るとともに「生活者の暮らしの安心」や「地方の底力の発揮」に向けた事業

を実施するために必要な経費として１兆円を追加計上している。

「地域雇用創出推進費」は、財政投融資特別会計の金利変動準備金を活用

して平成２１年度及び平成２２年度にそれぞれ５，０００億円を計上するこ
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ととしており、地域の実情に応じて雇用の創出を推進できるよう、地方交付

税の算定を通じて雇用情勢や経済・財政状況の厳しい地域に重点的に配分す

ることとしている。

また、地方財源を充実するため、以下のとおり地方財政計画の歳入歳出の

見直しを行うこととしている。

(1) 「地域の元気回復」に向けて地方が自主的・主体的に取り組む地域活性

化のための財源を確保（一般行政経費） １，５００億円程度

(2) 小児・産科医療をはじめ地域医療の中核となる公立病院に対する財政措

置の充実など医療・少子化対策の充実（一般行政経費、公営企業繰出金）

１，５００億円程度

(3) 最近の金融情勢を踏まえた地方財政計画上の公債費の償還期限の見直し

２，０００億円程度

２ 財源不足とその補てん措置

平成２１年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

が大幅に減少する中、経費全般について徹底した節減合理化に努めたが、公

債費が依然高水準であることや社会保障関係経費の自然増などにより、１０

兆４，６６４億円の財源不足が生じ、平成８年度以来１４年連続して、「地

方交付税法」（昭和２５年法律第２１１号）第６条の３第２項の規定に該当

する財源不足を生じることとなった。

このため、平成２１年度の地方財政対策においては、平成１９年度に講じ

た平成２１年度までの制度改正に基づき、財源不足のうち建設地方債（財源

対策債）の増発等を除いた残余については国と地方が折半して補てんするこ

ととし、国負担分については、国の一般会計から交付税特別会計への繰入に

よる加算（臨時財政対策加算）等により、地方負担分については、「地方財

政法」（昭和２３年法律第１０９号）第５条の特例となる地方債（臨時財政

対策債）により補てん措置を講じることとするとともに、臨時財政対策債の

元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要

額に算入することとしたところである。

上記の考え方に基づき、平成２１年度の財源不足額１０兆４，６６４億円

について、まず、一般公共事業債等の充当率の臨時的引上げ等による建設地
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方債（財源対策債）の増発（１兆２，９００億円）、平成２０年度以前の地

方財政対策に基づき「地方交付税法」の定めるところにより平成２１年度に

加算することとされている額（７，２３１億円）（以下、「既往法定分」と

いう。）の交付税特別会計への繰り入れ、平成１９年度分の精算（４，９９４

億円）の後年度への繰り延べ及び自動車取得税の減税に伴う自動車取得税交

付金の減収を補てんするための減収補てん特例交付金（５００億円）により

補てんすることとした上で、これらを除く７兆９，０３９億円から地方が負

担する臨時財政対策債の元利償還等に係る臨時財政対策債の発行額２兆３，

９３３億円を差し引いた５兆５，１０６億円について、国と地方が折半して

それぞれ補てん措置を講じることとしている。その他の留意点は以下のとお

りである。

(1) 国の一般会計からの既往法定分の加算額７，２３１億円の内訳は、「地

方交付税法」附則第４条の２第２項（平成１９年度における国から地方公

共団体への税源移譲に伴う地方交付税総額の減少影響の緩和措置額）に基

づく加算額１，４００億円及び同条第３項（公共事業等臨時特例債の利子

負担額等）に基づく加算額５，８３１億円であること。

(2) 折半対象財源不足額（５兆５，１０６億円）のうち国負担分２兆７，

５５３億円については、臨時財政対策加算（２兆５，５５３億円）及び

「地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律」（平成１１年法

律第１７号）附則第４条第１項に規定する特別交付金（２，０００億円）

により補てん措置を講じることとしていること。

(3) 平成２１年度における臨時財政対策債の発行額は、折半対象財源不足額

のうち地方負担分（２兆７，５５３億円）に地方の負担である既往の臨時

財政対策債の元利償還等に係る次の発行額の合算額(２兆３，９３３億円)

を加えた５兆１，４８６億円とすることとしていること。

ア 平成１３年度以降に発行した既往の臨時財政対策債の元利償還に起因

する財源不足額 １兆４，５３３億円

イ 地方財政計画歳出の投資的経費（単独）及び一般行政経費（単独）と

決算との一体的かい離是正分の一般財源に相当する額のうち次の合算額

８，３００億円
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① 平成１７年度是正分 ７００億円（平成１７年度是正分の一般

財源相当額３，５００億円の５分の１）

② 平成１８年度是正分 ４，０００億円（平成１８年度是正分の一般

財源相当額１兆円の５分の２）

③ 平成１９年度是正分 ３，６００億円（平成１９年度是正分の一般

財源相当額６，０００億円の５分の３）

なお、上記①から③までの一体的かい離是正分については、それぞ

れ当初の発行年度以降５年間で段階的に地方税、地方交付税等の一般

財源による措置（財源不足が生じる場合には国と地方が折半して補て

ん）に移行することとしており、この間において、本来であれば国負

担となる分との差額については、後年度に地方交付税総額に加算する

ことにより調整することとしていること。

ウ 地方再生対策費分 １，１００億円

３ 地方交付税の総額

「生活防衛のための緊急対策」に基づき地方交付税を１兆円増額した上で、

地方税や地方交付税の原資となる国税５税の大幅な減収に対して国と地方が

折半して補てんする措置を講じた結果、平成２１年度の地方交付税の総額は

前年度に比し４，１４１億円増の１５兆８，２０２億円（前年度比２．７％

増）、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は前年度に比し２

兆７，２９５億円増の２０兆９，６８８億円（前年度比１５．０％の増）と

なっている。

なお、平成１９年度分の精算（４，９９４億円の減額）については、全額

を繰り延べ、平成２３年度から平成２７年度の各年度においてそれぞれ９９９

億円を各年度の地方交付税の総額から減額することとしている。

また、次の(1)から(4)までに掲げる額の合計額については、平成２７年度

以降の地方交付税の総額に加算することとし、その旨法律に定めることとし

ている。

(1) 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い

一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額等

２，２１９億円



- 9 -

(2) 平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し、一般会

計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 １４億円

(3) 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしていた額 ４５億円

(4) 昭和６１年度、平成４年度から平成８年度までの間及び平成１０年度に

おける交付税特別会計借入金に関し、一般会計から交付税特別会計に繰り

入れることとしていた利子相当額 １９４億円

４ 地方税制改正

平成２１年度の地方税制改正においては、現下の社会・経済情勢を踏まえ、

安心で活力ある経済社会の実現に資する観点から、個人住民税における新た

な住宅借入金等特別税額控除の創設、上場株式等の配当等及び譲渡所得等に

係る個人住民税の税率の特例措置の延長、土地及び住宅に係る不動産取得税

の税率の引下げ措置の延長、平成２１年度評価替えに伴う土地に係る固定資

産税及び都市計画税の税負担の調整、環境への負荷の少ない自動車に係る自

動車取得税の税率の引下げ等の特例措置の拡充、軽油引取税等の一般財源化

等を行うほか、非課税等特別措置の整理合理化等を行うこととし、所要の措

置を講じることとしている。

なお、個人住民税における新たな住宅借入金等特別税額控除の創設に伴う

平成２２年度以降の減収については、その全額を減収補てん特例交付金で補

てんするとともに、自動車関係諸税の減税が市町村財政に大きな影響を与え

ることを踏まえ、自動車取得税交付金の減収の一部について、平成２１年度

から平成２３年度までの間、減収補てん特例交付金により補てんすることと

している。

５ 地方財政の規模

平成２１年度の地方財政の歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８２兆

５，６００億円程度（前年度比１．０％程度減）、歳出のうち公債費（公営

企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含む。）及び不交付団体水準超

経費を除く地方一般歳出の規模は６６兆２，２００億円程度（前年度比０．７

％程度増）となる見込みである（別添資料第５）。

また、平成２１年度の地方財政計画においては、一般財源（地方税、地方
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譲与税、地方特例交付金等、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額をい

う。）の総額は５９兆７８６億円（前年度比１．３％の減）となる見込みで

あるが、一般財源から不交付団体水準超経費に相当する額を控除した額は５

７兆７，９８６億円程度（前年度比０．６％程度の増）となる見込みである。

なお、地方債依存度は１４．３％程度（平成２０年度１１．５％）となる

見込みであり、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の平成２１年度末

借入金残高は１９７兆円程度（平成２０年度末１９７兆円程度）となる見込

みである。

第３ 予算編成の基本的考え方

平成２０年度の我が国経済は、世界の金融資本市場の危機を契機に世界的

な景気後退が見られる中で、外需面に加え国内需要も停滞し、景気の下降局

面にある。雇用情勢が急速に悪化しつつあるとともに、企業の資金繰りも厳

しい状況となっている。物価の動向をみると、原油価格の急速な下落から、

消費者物価は今後落ち着いていくと見込まれる。

「平成２１年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、政

府は、国民生活と日本経済を守る観点から、当面は「景気対策」、中期的に

は「財政再建」、中長期的には「改革による経済成長」という３段階で、経

済財政政策を進めることとしている。現下の経済金融情勢に対応した「安心

実現のための緊急総合対策」、「生活対策」に引き続き、「生活対策」の実

現及び税制改正に併せ「生活防衛のための緊急対策」を着実に実施するとと

もに、「新経済成長戦略」等により、内需主導の持続的成長が可能となるよ

う経済の体質を転換し、日本経済の「底力」を発揮させることとしている。

また、「基本方針２００６」等に基づき財政健全化に向けた基本的方向性を

維持しつつ、世界の経済金融情勢の変化を受け、状況に応じて果断な対応を

機動的かつ弾力的に行うこととしている。

平成２１年度の我が国の経済については、世界的な景気後退が続く中で、

内需、外需ともに厳しい状況が続くが、「安心実現のための緊急総合対策」、

「生活対策」及び「生活防衛のための緊急対策」による効果が見込まれると

ともに、年度後半には民間需要の持ち直しなどから低迷を脱していくことが
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期待される。物価は、原油・原材料価格の弱い動きを反映し、前年比で下落

するとされている。

なお、世界の経済金融情勢の悪化によっては、景気の下降局面がさらに厳

しく、また長くなるリスクが存在することに留意する必要がある。

そうした中で、明年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制に努めて

もなお財源不足が大幅に拡大する状況にある。社会保障関係経費の自然増が

見込まれることに加えて、地方財政の借入金残高は平成２１年度末に１９７

兆円と見込まれ、今後、その償還負担が高水準で続くところであり、将来の

財政運営が圧迫されることが強く懸念されている。

その一方、百年に一度と言われる経済危機の中、国民生活の不安を解消す

るとともに、地域の雇用を維持するためには、地方公共団体が国との十分な

連携の下、地域の実情に応じた適切な対策を講じていくことが必要である。

このような現状を踏まえ、平成２１年度の予算編成に当たっては、以下の

点に留意して取り組まれたい。

１ 平成２１年度の国内総生産の成長率は、名目０．１％程度、実質０．０％

程度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考

えられるので、経済動向を十分踏まえて適切な財政運営を行うよう配慮され

たい。

２ 現下の厳しい経済情勢や雇用情勢の下、「生活対策」及び「生活防衛のた

めの緊急対策」等に基づき、平成２０年度から平成２１年度にかけて切れ目

なく連続的に施策が実行することとされていることを踏まえ、「生活対策」

及び「生活防衛のための緊急対策」に係る事業への速やかな対応とその円滑

な実施に格段の協力を願いたい。

(1) 「生活防衛のための緊急対策」に基づき地方公共団体が雇用創出等を図

るとともに「生活者の暮らしの安心」や「地方の底力の発揮」に向けた事

業を実施することができるよう、地方交付税を１兆円増額することを踏ま

え、国民生活を守るため未来につながる事業に積極的に取り組み、地域雇

用の創出に努めること。

「地域雇用創出推進費」として地方交付税の算定を通じて配分される額

については、「地域雇用創出推進費」が平成２１年度及び平成２２年度限
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りの措置であることも踏まえ、全額をいったん基金に積み立てて使用する

などにより、その使途が地域住民に明らかとなるように取り組みを行うこ

とが望ましいこと。

(2) 平成２０年度補正予算（第２号）に計上されている「地域活性化・生活

対策臨時交付金」については、交付金の一部を基金に積み立て、平成２１

年度中に実施する地方単独事業の財源として活用できるようにする予定で

あり、地域活性化等に資する事業を積極的に実施すること。

(3) 平成２０年度補正予算（第２号）で創設することとされている「ふるさ

と雇用再生対策特別交付金」及び「緊急雇用創出事業交付金」については、

各都道府県において交付金を財源として基金を設置し、民間事業者やシル

バー人材センターへの委託等により、地域の求職者等を対象にした雇用機

会の創出や非正規雇用労働者、中高年高齢者等の一時的な雇用機会を創出

するための事業を平成２３年度までの期間にわたり実施することとされて

いることを踏まえ、適切な対策を講じること。

３ 地方分権を一層推進するためには、国民の理解と信頼を得ることが不可欠

であり、地方公共団体が総力を挙げて行財政改革に取り組むとともに、適切

に説明責任を果たし、各団体の取組状況を比較可能な形で分かりやすく示す

ことが必要である。総務省においては、「地方公共団体における行政改革の

推進のための新たな指針」（平成１７年３月２９日付け総務事務次官通知。

以下、「新地方行革指針」という。）を示し、行政改革に積極的に取り組む

よう要請し、平成２０年度中に全ての地方公共団体において「集中改革プラン」

の公表が行われたところである。

地方公共団体においては、集中改革プランに明示した数値目標の達成に向

け、同プランの実施状況について点検を行い、取組を着実に推進するととも

に、「行革推進法」等を受け策定された「地方行革新指針」を踏まえ、公共

サービスの見直しや市場化テストの積極的な活用など、更なる行政改革に取

り組まれたい。

なお、行政支出総点検会議等の議論に基づく国の公益法人向け支出の削減

や行政コストの節減・効率化などの取組も踏まえ、事務・事業等について、

再度点検・見直しに取り組まれたい。



- 13 -

４ 定員及び給与については、次の事項に留意して、定員管理及び給与水準等

の適正化を図り、給与関係経費を抑制するとともに、公務の能率的運営を推

進されたい。

(1) 定員については、「基本方針２００６」において５年間で行政機関の国

家公務員の定員純減（▲５．７％）と同程度の定員純減を行うこととされ

ており、住民への説明責任を果たしながら、「地方行革新指針」を踏まえ、

集中改革プランにおける定員管理の数値目標の着実な達成に引き続き取り

組むこと。

(2) 給与については、「地方公務員の給与及び勤務時間の改定に関する取扱

い等について」（平成２０年１１月１４日付け総務事務次官通知）及び

「地方行革新指針」等に基づき、特に次の事項について適切に対応するこ

と。

ア 地域手当について、国における指定基準に基づく支給割合を超えて支

給している団体、支給地域に該当していない地域において支給している

団体等、地域民間給与の適切な反映等を内容とする国家公務員の給与構

造改革を踏まえた給与構造の見直しが適切に実施されていない団体にお

いては、直ちにこれを是正すること。

イ 人事委員会機能を発揮することなどにより、地域の民間給与をより的

確に反映すること。

ウ 技能労務職員の給与については、「技能労務職員等の給与等の総合的

な点検の実施について」（平成１９年７月６日付け総行給第６１号・総

財公第９７号）を踏まえて策定し公表した取組方針に沿って給与等の見

直しに向けた取組を着実に実施すること。なお、いまだ取組方針を策定

・公表していない地方公共団体においては、速やかに策定し公表するこ

と。

エ 退職手当についても、国家公務員における退職手当の構造面の見直し

を踏まえた見直しを実施していない団体においては、速やかに国に準じ

て見直すとともに、退職時の特別昇給を廃止していない団体においては、

直ちに是正措置を講じること。

オ 以上のほか、給与や諸手当において不適正な制度・運用がある場合に
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は、直ちにその適正化を図ること。

(3) 給与及び定員管理の状況の公表については、平成１８年３月から運用開

始している給与情報等公表システムについて、住民等が団体間の比較分析

を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。

(4) 職員の人材育成については、能力・実績を重視した新しい人事評価シス

テムの導入が求められており、国においては本年７月までに施行が予定さ

れている新たな人事評価制度の導入に伴い、評価結果を昇給や勤勉手当等

の給与決定に活用するため、勤務成績判定期間や懲戒処分を受けた場合の

取扱い等について所要の措置を講じるとともに、降給・降格の仕組みを新

たに整備することとされているので、地方公共団体においても、これらを

参考としながら、勤務実績の反映に努めること。

(5) 職員に対する福利厚生事業については、住民の理解が得られるものとな

るよう、点検・見直しが着実に進められているところであるが、なお取組

が進んでいない団体にあっては、職員互助会への補助を含め、点検・見直

しを行い、適正に事業を実施すること。

また、各地方公共団体において、事業の実施状況等の公表内容の充実を

図るほか、公表していない団体は公表すること。各都道府県の市区町村担

当課においては、管内市区町村の事業の実施状況を比較できるような形で

分かりやすく公表すること。

５ 公金の取扱いについては、「公金の取扱いの適正化等について」（平成２０

年１１月１２日付け総務事務次官通知）を踏まえ、改めて厳正な服務規律の

確保及び適正な予算執行の確保に努められたい。特に、経費の支出が関係法

令等に則って適切に処理されているかを点検する等、適正な予算執行を確保

するために必要な改善措置を講じるとともに、監査等の監視機能の強化等を

通じ、適正かつ公正な財務運営の確保に努められたい。

６ 予算計上及び予算執行については、関係法令に則り適正に行われたい。特

に、一時借入金や外部団体等に対する短期貸付金については、出納整理期間

の趣旨を逸脱することのないよう適正な財務処理を図られたい。また、国営

土地改良事業に対する負担金等を含め、債務負担行為の設定が必要なものに

ついては、適切に予算計上されたい。
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７ 財政情報の開示については、引き続き決算の早期開示を進められたい。ま

た、各地方公共団体の総合的な財政情報について一覧性をもって開示する

「財政状況等一覧表」を公表しているところであるが、引き続きその活用を

図られたい。なお、「団体間で比較可能な財政情報の開示について」（平成

１７年６月２２日付け自治財政局長通知）等に基づき作成・公表している

「財政比較分析表」及び「歳出比較分析表」等の活用を図り、団体間で比較

可能な財政情報の開示を一層推進されたい。また、健全化判断比率の掲載に

ついて別途通知する予定であるので留意されたい。

８ 公会計の整備については、「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成

１９年１０月１７日公表）における「基準モデル」又は「総務省方式改訂モ

デル」を活用し、「公会計の整備推進について」（平成１９年１０月１７日

付け自治財政局長通知）の内容にも留意して、「地方公共団体の財政の健全

化に関する法律」（平成１９年法律第９４号。以下、「地方公共団体財政健

全化法」という。）の施行を踏まえ、平成２１年度までに一定の資産評価を

行った上で財務書類を整備できるよう取り組まれたい。

また、「行革推進法」の趣旨及び「地方行革新指針」において資産・債務

改革の方向性と具体的な施策を平成２１年度までに策定することとされてい

ることを踏まえ、資産・債務改革に向けた取組を進められたい。

９ 定住自立圏構想については、「集約とネットワーク」の考え方に基づき、

圏域全体で暮らしに必要な生活機能等を確保する取組を支援するため、定住

自立圏形成協定を締結し、定住自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びそ

の周辺市町村の取組に対して、以下のような財政措置を講じることとしてい

る。

① 中心市及び周辺市町村の取組に対する包括的財政措置（特別交付税）

② 地域活性化事業債における「定住自立圏推進事業」の創設

③ 外部人材の活用に対する財政措置（特別交付税）

このほか、ふるさと融資など民間主体の取組の支援に対する財政措置、地

域医療等個別の施策分野における財政措置、定住自立圏の形成に対応した辺

地度点数の算定要素の追加を行うこととしている。

10 地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方公共団体に対
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し、「頑張る地方応援プログラム」により、市町村プロジェクトの取組経費

に係る特別交付税措置、成果指標の普通交付税算定への反映、企業立地促進

法に基づく減収補てん措置等を講じることとしている（交付税措置額３，

０００億円程度）。また、地方公共団体のプロジェクトに対して、関係各省

（農林水産省、経済産業省、国土交通省、文部科学省、厚生労働省、環境

省）と連携し、補助事業の優先採択等について配慮を行うこととしている。

平成２１年度においても、引き続き、人材支援措置として、地域人材力活

性化事業（先進市町村で活躍している職員や民間専門家の紹介・派遣など）

を実施することとしている。

11 市町村合併については、平成１１年３月３１日に３，２３２であった市町

村数が、平成２２年２月１日には１，７７３となる予定であり、相当の進展

を見たところであるが、都道府県ごとの進捗状況には差異が見られ、また、

小規模な市町村がなお多数存在している。

行財政規模・能力の充実が求められる市町村においては、少子高齢化の進

行や厳しい財政状況、さらに今後一層の地方分権改革の進展等を踏まえ、地

域の課題に対応しつつ行政サービスを維持・向上させるため、長期的な視野

に立ち、合併について真剣に検討することが必要である。合併関係市町村に

おける合併の合意から実際の合併までの手続には一定の時間を要することか

ら、「市町村の合併の特例等に関する法律」（平成１６年法律第５９号。以

下「合併新法」という。）の期限まで１年余りとなったことを踏まえ、早急

に市町村の将来の在り方について真剣な検討を行い、結論を得られたい。

都道府県においては、「合併新法」に基づき、合併に向けた市町村の取組

を支援するなど引き続き市町村合併を積極的に推進されたい。

また、合併の推進及び合併した市町村の新しいまちづくりを支援するため、

市町村合併支援プランに基づき、引き続き、所要の地方財政措置を講じるこ

ととしているので、各地方公共団体においては、各種支援等の積極的な活用

を図られたい。

12 国民健康保険制度の財政基盤の強化等

国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、平成１７年度に決定された

医療制度改革大綱や、健康保険法等の改正などを踏まえ、国民健康保険に対
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して、財政基盤の強化のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 都道府県が、市町村の国保財政安定のために必要な取組等に対し交付す

る都道府県調整交付金（給付費等の７％（４，７９６億円））については、

引き続き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしているこ

と。

(2) 保険料軽減制度については、国保被保険者の保険料負担の緩和を図る観

点から、引き続き、その所要額（３，２６７億円（都道府県３／４、市町

村１／４））について地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 以下の制度については、平成１７年１２月１８日の総務・財務・厚生労

働３大臣合意に沿って、平成２１年度までの暫定的な措置として、引き続

き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

① 保険者支援制度（７３０億円（国１／２、都道府県１／４、市町村

１／４））

② 高額医療費共同事業（２，２７４億円（国１／４、都道府県１／４、

市町村国保１／２））

③ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（市町村単独））

(4) 以上のほか、妊娠・出産に係る負担軽減のための緊急対策として本年１０

月から国庫補助事業として実施される予定の出産育児一時金の額の引き上

げについては、引き上げ分に係る地方負担分の２／３の額を一般会計繰出

しの対象経費とし、所要の地方交付税措置を講じることとしていること。

13 長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の円滑な実施

医療制度改革の一環として、平成２０年４月から施行された長寿医療制度

（後期高齢者医療制度）については、実施主体である広域連合の財政基盤の

強化のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 保険料軽減制度については、後期高齢者の被保険者の保険料負担の緩和

を図るとともに、被用者保険の被扶養者であった被保険者の保険料軽減を

行うため、引き続き、その所要額（２，３７３億円（都道府県３／４、市

町村１／４））について地方交付税措置を講じることとしていること。

なお、「高齢者医療の円滑な運営のための負担の軽減等について」（平

成２０年６月１２日政府・与党決定）により創設されることとなった保険
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料軽減措置（均等割９割軽減・所得割５割軽減）に伴う平成２１年度分の

財政措置については、全額国費により対応することとし、平成２０年度第

２次補正予算に所要の額を計上していること。

(2) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じるこ

ととしていること。

① 高額医療費負担金（９７７億円（国１／４、都道府県１／４、広域連

合１／２））

② 財政安定化基金（２８９億円（国１／３、都道府県１／３、広域連合

１／３））

③ 不均一保険料（１３億円（国１／２、都道府県１／２））

(3) 実施主体である広域連合に対する市町村分担経費、市町村の施行事務経

費及び都道府県の後期高齢者医療審査会関係経費等について、引き続き、

地方交付税措置を講じることとしていること。

(4) 医療費の適正化を図るため、引き続き、広域連合が行う健康診査事業の

市町村負担について地方交付税措置を講じることとしていること。

14 道路特定財源については、平成２１年度から一般財源化することとしてお

り、自動車取得税及び軽油引取税を目的税から普通税に改め、使途制限を廃

止するとともに、地方道路譲与税の名称を地方揮発油譲与税に改め、地方譲

与税の使途制限を廃止することとしている。

また、「道路特定財源の一般財源化等について」（平成２０年１２月８日

政府・与党）に基づき、地方道路整備臨時交付金を廃止するとともに、それ

に代わるものとして、道路を中心に関連する他のインフラ整備や関連するソ

フト事業も含め、地方の実情に応じて使用できる「地域活力基盤創造交付

金」（９, ４００億円）を創設することとされている。

なお、道路特定財源の一般財源化に伴い、道路に関連する地方債を見直す

こととし、一般公共事業債の充当率を現行の４５％（財源対策債分４５％）

から９０％（通常分３０％、財源対策債分６０％）に引上げるとともに、単

独事業については、従来、道路特定財源があること等により起債対象として

いなかった通常の事業量に相当する部分も対象とする地方道路等整備事業債

を創設し、臨時地方道整備事業債を廃止することとしている。
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また、今回の自動車関係諸税の減税が市町村財政に大きな影響を与えるこ

とを踏まえ、自動車取得税交付金の減収を補てんするため、地方特例交付金

を拡充することとしているので留意されたい。

15 地域力創造対策、地域情報化推進事業、中小企業金融対策、農山漁村地域

活性化対策、森林・林業振興対策、有害鳥獣被害対策、教育教材の整備推進、

特別支援教育の充実、子ども農山漁村交流プロジェクト、退職教員等外部人

材活用事業、国際化推進対策（外国青年招致事業を含む。）、肝炎治療特別

促進事業、地域若者サポートステーション事業、防災拠点施設の耐震診断促

進事業、国民保護対策、消防広域化支援対策及び高規格救急自動車整備促進

事業等については、引き続き地方交付税等による措置を講じることとしてい

る。なお、以下の点に留意されたい。

(1) 「地域力創造対策」のうち、地域連携による「自然との共生」の推進等

に要する経費について、地方交付税措置を拡充することとしていること。

(2) 「地域情報化推進事業」については、「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年

１月１９日ＩＴ戦略本部決定）において掲げられた「申請・届出等手続に

おけるオンライン利用率を２０１０年度までに５０％以上とする」という

目標の達成に向け、申請・届出等手続のオンライン化及びオンライン利用

促進に積極的に取り組むこと。また、安全・安心なＩＣＴ社会を目指すた

め、必要に応じた情報セキュリティポリシーの見直し、セキュリティ監査、

セキュリティ研修等によるセキュリティ対策の実効性確保を推進するとと

もに、住民基本台帳ネットワークシステム、住民基本台帳カード及び公的

個人認証サービス等を活用した電子自治体の実現に向けて、積極的に取り

組むこと。なお、住民基本台帳カードの普及を通じて、電子自治体の推進

並びに住民サービスの向上及び市区町村事務の効率化を図るため、住民基

本台帳カードの交付手数料の無料化に要する経費に対し、引き続き地方交

付税措置を講じることとしていること。

(3) 「中小企業金融対策」のうち、中小企業対策として行う融資措置に係る

利子補給、信用保証協会の保証料補助及び金融機関に対する預託等の措置

に係る経費等について、地方交付税措置を拡充することとしていること。

(4) 「農山漁村地域活性化対策」のうち、国の施策に応じて行う「環境・生
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態系保全活動支援事業」については、平成２１年度から地方交付税措置を

講じることとしていること。

(5) 「森林・林業振興対策」のうち、森林の公益的機能を維持増進させるた

めの取組を行う林業公社に対する地方公共団体の利子補給等に要する経費

について、地方交付税措置を拡充することとしていること。

また、地方公共団体等が公的管理が必要な民有林について所有者との協

定等により一定期間にわたり管理等を行う際に要する経費について、地方

交付税措置を拡充することとしていること。

さらに、公有林等における間伐等の管理に要する経費について、地方交

付税措置を拡充することとしていること。

(6) 「教育教材の整備推進」については、伝統や文化に関する教育や道徳教

育、体育、体験活動の充実等を定めた新学習指導要領を円滑に実施するた

め、教材整備緊急３ヶ年計画（平成２１年度から平成２３年度）に基づき

地方交付税措置を拡充するとともに、図書整備については、平成２３年度

までに学校図書館図書標準の標準冊数を整備することを目標に、計画的な

学校図書館の図書の整備に必要な経費について地方交付税措置を講じるこ

ととしていること。

(7) 「特別支援教育の充実」については、公立小中学校に特別支援教育支援

員を配置できるよう、地方交付税措置を講じているところであるが、平成

２１年度は公立幼稚園も対象とし、配置人数を約３３, ８００人に拡充す

ることとしていること。

16 ふるさと融資制度については、離島地域及び特別豪雪地帯における融資比

率及び融資限度額の引上げの特例措置を平成２２年３月３１日まで、加入者

系光ファイバ網等の整備に係る特例措置を平成２３年３月３１日まで、それ

ぞれ延長するほか、新たに定住自立圏の推進に係る事業について、「過疎地

域」における「地域再生計画認定地域」（内閣府の地域再生支援利子補給金

の支援措置を活用するために地域再生計画の認定を受けた地域をいう。）と

同様の融資比率及び融資限度額とすることとしている。また、新たに「地域

力創造推進地域」（「地域力創造対策」に基づき、経済が停滞するなど、特

に地域の活性化を図ることが必要と認められる地域として選定される地域を
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いう。）における事業についても、「地域再生計画認定地域」と同様の融資

比率及び融資限度額とすることとしている。

17 消費者行政費については、「消費者行政推進基本計画」（平成２０年６月

２７日閣議決定）等を踏まえ、平成２０年度２次補正予算による地方消費者

行政活性化基金の創設等と併せて、消費生活相談員の処遇改善、適切な配置

を可能にするように地方交付税措置を拡充することとしている。

18 公共・公用施設の地上デジタル放送への対応については、庁舎や学校等の

アンテナ等工事に要する経費（当該工事とあわせて整備するデジタルテレビ

及びデジタルチューナーに要する経費を含む。）及び受信障害対策共聴施設

の整備・改修に要する経費について、地方財政措置を講じることとしている。

19 地域医療提供体制の確保

地域の医師不足等が深刻である状況を踏まえ、全国どこの地域においても

安心した医療を受けられる地域医療の確立のため、公立病院に対する地方交

付税措置の大幅な拡充に加え、医師確保等に要する経費についての支援措置

を次のとおり講じることとしている。

(1) 「緊急医師確保対策（平成１９年５月３１日政府・与党）」等における

医師の養成増については、従来の医学部生に対する奨学金貸与事業のほか、

新たに、医師不足が顕著な産科、小児科、救急科等の後期研修医に対して、

研修修了後一定期間地元の医療機関でそれらの診療科において従事するこ

とを条件とする都道府県の奨学金貸与事業について、地方交付税措置を講

じることとしていること。

(2) 過酷な夜間・休日の救急を担う勤務医の手当、産科医の手当への財政支

援や勤務医等の勤務状況の改善・業務負担の軽減など、医師確保対策等の

推進に係る国庫補助事業が拡充されたことに伴い、これら施策に係る地方

交付税措置についても充実することとしていること。

(3) 地域医療対策協議会の開催及び医師不足病院等における地域の開業医の

活用等に要する経費のほか、新たに、地域の実情に応じて行われる医師確

保対策に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしているこ

と。

(4) 近年、医師不足が顕著である公立病院における医師確保対策の推進のた
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め、国家公務員である病院等勤務医師について講じられる勤務環境の改善

措置を踏まえ、公立病院に勤務する医師についても地方公共団体において

適切に対応できるよう、その所要額について地方交付税措置を講じること

としていること。

20 「子育て支援事業」については、「子どもと家族を応援する日本」重点戦

略（平成１９年１２月少子化社会対策会議決定）等を踏まえ、児童虐待防止

対策の重点的な取組や地域における子育て力の強化、少子化対策推進本部の

設置等、地方公共団体が地域の実情に応じて実施する総合的な少子化対策事

業に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしている。また、

妊婦健診については、妊婦が費用の心配をせず、必要な回数（１４回程度）

の健診を受けられるよう、５回分の公費負担に要する経費について、引き続

き、地方交付税措置を講じるとともに、残り９回分については、平成２２年

度までの間、必要な経費の２分の１を国庫補助により都道府県に造成する基

金で措置し、２分の１について地方交付税措置を講じることとしている。

21 地域の多様な教育・保育ニーズに柔軟かつ適切に対応する「認定こども

園」の整備を促進するため、保育所機能または幼稚園機能に対する事業費補

助や施設整備費補助の地方負担について、地方交付税や地方債による措置を

講じることとしている。

22 がん検診については、「がん対策推進基本計画」（平成１９年６月閣議決

定）等を踏まえ、受診率の向上のために要する経費について、地方交付税措

置を拡充することとしている。

23 「新型インフルエンザ対策」として、都道府県における抗インフルエンザ

ウイルス薬（タミフル及びリレンザ）の備蓄に要する経費について、平成２１

年度から３年間、地方交付税措置を講じることとしている。

24 「特定疾患治療研究事業」及び「小児慢性特定疾患治療研究事業」につい

ては、医療保険制度における高額療養費の自己負担限度額の引下げ等を行う

ことにより、対象事業費の縮減を行うこととしている。

25 住民の安心・安全を確保する消防防災行政の役割がますます重要となって

いることを踏まえ、「予防査察の強化」、「救急の充実」及び「消防団活動

の充実」の三本柱を重点的に推進するために必要な経費について、次のとお
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り支援措置を講じることとしている。

(1) 「予防査察の強化」については、防火対象物の高層化、複雑化に伴う立

入検査業務等の充実のために必要な経費について地方交付税措置を講じる

こととしていること。

(2) 「救急の充実」については、市町村の消防機関が、応急手当方法の指導

や診療可能な医療機関の案内等を行う事業に加え、医師や看護師と連携し

た医学的に質の高い救急相談事業を実施することができるようにするため、

市民からの救急相談に対応する職員の配置等の経費について地方交付税措

置を講じることとしていること。

また、新型インフルエンザ発生時に消防機関が業務を継続するため、職

員間の感染防止に必要な資器材の整備に要する経費について地方交付税措

置を講じることとしていること。

(3) 「消防団活動の充実」については、地域防災リーダーの育成や地域防災

スクールの推進に要する経費、地域住民との連携強化等のための地域活動

に要する経費、救助資機材搭載型車両等の整備の充実に要する経費につい

て地方交付税措置を講じることとしていること。

26 「公共施設等耐震化事業」については、庁舎又は避難場所として指定され

た公立高等学校等の施設であって地震による倒壊の危険性の高いものの耐震

化を行う場合に、地方交付税措置を拡充することとしている。

また、公立病院の施設設備の耐震化等に要する経費に係る地方財政措置に

ついては、民間医療機関に対する国庫補助制度の充実を踏まえ、対象となる

病院の範囲を拡大するとともに、当該経費について発行された病院事業債の

元利償還金に対する地方交付税措置の充実を図ることとしている。

27 「防災基盤整備事業」については、震度観測点の維持を図るために震度情

報ネットワークシステムの整備・更新を行う場合に、地方交付税措置を拡充

することとしている。

28 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分については、「平成２１年

度地方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）により別途通知する

こととしているが、その適正な運用に努め、地方公営企業がその本来の在り

方に即した健全な経営を行いうるよう配慮されたい。
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29 公営企業職員の給与については、平成１８年度から実施している給与構造

改革、地域民間給与の更なる反映、特殊勤務等諸手当等の是正の趣旨にかん

がみ、給与の見直しを速やかに実施されたい。また、定員管理については、

「新地方行革指針」及び「地方行革新指針」を踏まえた真摯な取組により、

定員の純減に努められたい。

第４ 「地方公共団体財政健全化法」の全面施行への対応

平成２１年４月１日より、「地方公共団体財政健全化法」が全面的に施行

され、平成２０年度決算から適用されることを踏まえ、一般会計等のみなら

ず、公営企業等の特別会計や地方公社・第三セクターの状況について、収支、

経営状況、資産及び将来負担の実態も含め適切に把握し、当該団体の財政状

況を全体として的確に分析した上で、次の事項に留意して総合的な財政健全

化に取り組まれたい。

１ 健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上、再生判断比率のいずれ

かが財政再生基準以上である地方公共団体、又は資金不足比率が経営健全化

基準以上である地方公営企業を経営する地方公共団体は、当該年度の末日ま

でに財政健全化計画、財政再生計画又は経営健全化計画を定めなければなら

ないこととされており、その策定にあたっては、財政の健全化のために改善

が必要と認められる事務の執行について個別外部監査の要求を行うことや議

会の議決が必要とされている。従って、平成２０年度決算において、これら

に該当することが見込まれる地方公共団体においては、これらを踏まえ、計

画策定のため必要な準備を進められたい。なお、財政健全化団体又は財政再

生団体である地方公共団体は、経営健全化計画を定めるにあたっては、当該

経営健全化計画と当該財政健全化計画又は財政再生計画との整合性の確保を

図らなければならないとされていることに留意されたい。

２ すべての健全化判断比率が早期健全化基準未満、又は資金不足比率が経営

健全化基準未満であっても、実質赤字額、連結実質赤字額又は資金不足額が

ある場合には、その解消に取り組まれたい。また、実質公債費比率等を踏ま

えて公債費負担の適正な管理を行うとともに、将来負担額の内容を的確に把

握することにより、今後の財政負担を踏まえた安定的な財政運営を確保され



- 25 -

たい。

３ 地方公社及び第三セクターの改革については、「経済財政改革の基本方針

２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）において、「第三セクターの

改革に関するガイドライン等に基づき、経営が著しく悪化したことが明らか

になった第三セクター等の経営改革を進める。」こととされ、「第三セクタ

ー等の改革について」（平成２０年６月３０日付け自治財政局長通知）によ

り、平成２０年度までに外部専門家等で構成される「経営検討委員会」（仮

称）を設置し、評価検討を行うとともに、その検討結果を踏まえ、平成２１

年度までに「改革プラン」（仮称）を策定するなど、集中的な取組を要請し

たところである。

また、平成２０年１２月５日にとりまとめられた「債務調整等に関する調

査研究会」報告書では、「地方公共団体財政健全化法」の全面施行を機に、

地方公共団体は主体的かつ早期に地方公社及び第三セクターの抜本的改革に

取り組むべきとした上で、その改革を推進するため、事業の整理又は再生を

実施する上で、特に必要となる経費については、地方債の対象とすべきとさ

れた。また、地方公営企業についても地方公社及び第三セクターに準じた抜

本的改革に取り組むべきとされた。

これを受け、地方公共団体が「地方公共団体財政健全化法」の全面施行か

ら５年度間で地方公営企業、地方公社及び第三セクターの抜本的改革を集中

的に行えるよう、地方財政法を改正し、平成２１年度から平成２５年度まで

の間の時限措置として、地方公営企業、地方公社及び第三セクターの整理又

は再生のために特に必要となる一定の経費を議会の議決等の手続を経て地方

債の対象とすることができることとする特例措置を創設する予定である。

これらを踏まえ、各地方公共団体においては、現在行っている事業の意義、

採算性等について、改めて検討の上、事業継続の是非を判断するとともに、

事業を継続する場合にあっても、最適な事業手法の選択、民間的経営手法の

導入を行うなど、地方公営企業、地方公社及び第三セクターの存廃を含めた

抜本的改革に積極的に取り組まれたい。

その際、下記の点に留意されたい。

(1) 地方公営企業については、多額の資金不足を抱える等経営状況が著しく
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悪化した地方公営企業が見受けられるところであるが、地方公営企業を廃

止する場合に必要となる一定の経費に限って地方債の対象とすることを予

定しているので、まず、現在地方公営企業が供給しているサービス自体の

必要性について検討し、サービス自体が必要な場合であっても、地方公営

企業として実施する必要性について十分検討し、特に公共性の確保等の意

義が薄れている場合には、民間への事業譲渡等について検討すること。事

業を継続する場合であっても、公の施設の指定管理者制度、地方独立行政

法人制度、ＰＦＩ事業、民間委託等の民間的経営手法の導入を促進するこ

と。また市場化テストの積極的な活用に取り組むこと。

(2) 地方道路公社については、その経営する有料道路の採算が見込めないこ

とにより、土地開発公社については、地方公共団体の依頼に基づいて取得

した土地の長期保有のほか、土地の造成に係る事業における地価の下落に

より、それぞれ多額の債務超過を抱える等経営状況が著しく悪化した公社

が見受けられるところであるが、公社の解散又は業務の一部の廃止を行う

場合に必要となる一定の経費に限って地方債の対象とすることを予定して

いるので、これらを踏まえた抜本的な改革を検討すること。

(3) 地方住宅供給公社及び第三セクターについては、実質的に経常赤字又は

債務超過を抱える等経営状況が著しく悪化したものが見受けられるところ

であるが、当該地方公共団体がその借入金について損失補償を行っている

場合における法人の解散又は事業の再生を行う場合に必要となる一定の経

費に限って地方債の対象とすることを予定しているので、これらを踏まえ

た抜本的な経営改革を検討すること。

(4) 専門的見地から経営の助言を行う経営アドバイザー派遣事業を引き続き

実施することとしているので、積極的に活用すること。

また、「株式会社地域力再生機構法案」については、国会において継続

審議中であるので、留意すること。

なお、林業公社については、全国的にその経営環境が悪化していること

から、総務省、林野庁及び地方公共団体で構成する「林業公社の経営対策

等に関する検討会」において、林業公社の経営対策及びこれを踏まえた今

後の森林整備のあり方を検討しているところであるので、留意すること。
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４ 地方公営企業、地方公社、第三セクター及び地方独立行政法人については、

その経営状況や資産債務の状況について把握に努め、積極的に情報開示を行

われたい。その際、財務諸表の適正性の確保に留意されたい。また、人員、

給与、料金等に関する情報開示について、類似団体や民間企業の対応するデ

ータを添えるなど住民が理解しやすいように工夫されたい。

５ 存続する土地開発公社の運営に当たっては、以下の点に留意されたい。

(1) 土地開発公社の経営の健全化に当たっては、「土地開発公社経営健全化

対策について」（平成１６年１２月２７日付け総務事務次官通知）及び

「土地開発公社経営健全化対策について」（平成２０年２月６日付け自治

行政局地域振興課長・自治財政局地方債課長通知）に基づき、公社経営健

全化団体が指定され、健全化のための取組が行われているところであるが、

その他の地方公共団体についても、より一層の経営の健全化に取り組むこ

と。

(2) 新たな土地の取得については土地利用計画等を慎重に検討し、土地開発

公社が現に保有している土地については事業計画の見直し等を含めて処分

の促進に努め、特に保有期間が長期にわたる土地については、処分を適切

に行うこと。また、土地取得手続の適正化、金利の低減や経営状況に関す

る積極的な情報公開等に努めること。

(3) 地方公共団体が、土地開発公社の保有する公共公用施設用地を再取得す

ることなく事業の用に供することや、再取得に要した費用を長期にわたり

繰り延べることは、不適切な財政運営であることから、速やかにその改善

を図ること。

第５ 地方公営企業等金融機構の設立と地方公共団体金融機構（仮称）の創設

政策金融改革に伴い公営企業金融公庫は廃止され、全ての地方公共団体か

らの出資を受け、地方公共団体が主体的に運営する自主的な組織として、現

機構が平成２０年８月１日に設立され、１０月１日より業務を開始した。

こうした中、「生活対策」において地方公共団体支援策の一つとして、

「地方自治体（一般会計）に長期・低利の資金を融通できる、地方共同の金

融機構の創設」が盛り込まれたことを踏まえ、地方財政審議会において、地
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方公共団体関係者及び地方財政関係の有識者を加えた検討会を開催し、当該

検討会の報告書に基づき意見が取りまとめられた。

これを踏まえ、地方共同の金融機構の創設については、次のとおり地方公

営企業等金融機構（以下「現機構」という。）を改組することによりその実

現を図ることとし、「地方公営企業等金融機構法」（平成１９年５月３０日

法律第６４号）の改正を行う予定である。

(1) 一般会計への長期・低利の資金の貸付け

① 現機構の業務を見直し、貸付対象に一般会計を含めることにより、地

方公共団体の資金ニーズに適時・適切に対応できるものとすること。

② 現機構の名称を地方公共団体金融機構に改めること。

③ 今回の見直しに際し、国及び地方公共団体に対して、新たな出資・政

府保証は求めないこと。

④ 地方公共団体のニーズを踏まえ、貸付対象、貸付期間、利率設定方式

等について柔軟に対処すること。

⑤ 内外の金融秩序の混乱、経済事情の変動等に伴う地方財源不足の対処

のため発行する地方債の資金調達について、弾力的に補完できる仕組み

とすること。

⑥ 公営競技に係る納付金は、一般会計事業を含む見直し後の貸付対象事

業の貸付金利の軽減のために活用すること。

(2) 平成２１年度の貸付け

① 一般会計については、地方公共団体が自主的・主体的に実施する一般

単独事業について、平成２０年度までの貸付対象である臨時３事業（地

方道・河川・高等学校）見合い分等に加え、合併特例、防災対策、地域

活性化事業を対象とし、５，１２１億円を貸付けること。

② 公営企業会計については、平成２１年度の事業量を勘案し、８，２０９

億円を貸付けること。

③ 臨時財政対策債の急増に対処し、長期の資金調達が困難な市町村分を

中心に、５，０００億円を貸付けること。
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第６ 歳入

１ 地方税

地方税については、次の諸点に留意するとともに、課税客体、課税標準等

の的確な把握、着実な滞納整理を図り、徴収の確保に努められたい。

(1) 平成２１年度の地方税制改正による増減収額と国の税制改正に伴う増減

収額とを合わせ、平成２１年度の税制改正による減収額を１，２４４億円

（地方法人特別譲与税の影響額を含むと１，２６０億円）と見込んでいる

こと。

(2) 平成２１年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税

制改正後において前年度当初見込額に対し、４兆２，８４３億円、１０．６

％の減の３６兆１，８６０億円、（道府県税にあっては１８．１％の減、

市町村税にあっては４．０％の減）になるものと見込まれること。主要税

目では、道府県民税のうち所得割０．５％の増、法人税割３９．３％の減、

法人事業税４７．３％の減、地方消費税１．２％の増、市町村民税のうち

所得割０．３％の増、法人税割３６．９％の減、固定資産税（交付金を除

く。）０．２％の増となる見込みであること。

なお、この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、

地域における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見

積りを行う必要があること。

(3) 個人住民税については、平成２１年１０月から公的年金からの特別徴収

が実施されることから、公的年金受給者等に対して制度の周知徹底に努め

ること。

また、住宅借入金等特別税額控除については、平成２１年から平成２５

年までに入居した者について所得税から控除しきれなかった控除額を翌年

度分の個人住民税から控除する新たな制度を創設することとしていること。

なお、この制度の控除を受けるための手続きについては、給与支払報告書

等に所要の改正を行い、申告を不要とする仕組みとすることとしているこ

と。

これに伴い、税源移譲に伴う平成１８年以前の入居者に対する個人住民

税の住宅借入金等特別税額控除についても、平成２２年度分以降、上記と
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同様の仕組みのもとで申告を要しない制度とすることとしていること。な

お、平成２１年度分については、平成２１年３月１６日までに住宅借入金

等特別税額控除の申告が必要となっていることから、その周知徹底に努め

ること。

また、平成２１年度課税分の個人の道府県民税に係る徴収取扱費交付金

については、市町村において地方税の電子化に伴うシステム改修等の経費

負担の増加が見込まれるため、納税義務者数に３，３００円を乗じて得た

金額とすることとしていること。

(4) 平成２１年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、自動車取得税及

び軽油引取税を目的税から普通税に改め、使途制限を廃止することとして

いること。また、自動車取得税の市町村に対する交付及び軽油引取税の指

定市に対する交付については、引き続き道路の延長、面積を基準として行

うこととしていること。

(5) 平成２１年度から平成２３年度までの時限的措置として、環境への負荷

の少ない自動車（新車に限る。）に係る自動車取得税の税率軽減措置を講

じることとしていること。

(6) 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税である

ことから、対象事業に要する費用を賄うためその必要とされる範囲につい

て検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適切な対応を行う必要があ

ること。

また、本税の目的税としての性格にかんがみ、都市計画税収の都市計画

事業費への充当について明示することにより、都市計画税収の使途を明確

にすべきものであること。

(7) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税であることから、入湯税収の具体的事業費へ

の充当について予算書、決算書の事項別明細書あるいは説明資料等におい

て明示することにより、入湯税収の使途を明確にすべきものであること。

２ 地方譲与税
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地方譲与税の収入見込額は、１兆４，６１８億円（前年度比７，５９１億

円、１０８．０％増）であり、その内訳は、地方揮発油譲与税（地方道路譲

与税の名称を改正）１，７６４億円（皆増）、地方道路譲与税（改正前に課

税された地方道路税収による譲与額）１，０４８億円（同１，９５０億円、

６５．０％減）、石油ガス譲与税１３３億円（同７億円、５．０％減）、航

空機燃料譲与税１５２億円（同１２億円、７．３％減）、自動車重量譲与税

３，３００億円（同３０１億円、８．４％減）、特別とん譲与税１２５億円

（同１億円、０．８％増）及び地方法人特別譲与税８，０９６億円（皆増）

となっている。なお、自動車重量譲与税については、自動車重量税において

自動車取得税と同様に時限的な減免措置を講じることとしていることに伴い、

減収が生じる見込みである。

また、平成２１年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲

与税の名称を地方揮発油譲与税に改め、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税

及び自動車重量譲与税の使途制限を廃止することとしている。なお、地方揮

発油譲与税、石油ガス譲与税及び自動車重量譲与税の都道府県、市町村に対

する譲与については、引き続き道路の延長、面積を基準として行うこととし

ている。

３ 地方特例交付金等

地方特例交付金等の収入見込額は、総計で４，６２０億円であり、前年度

に比し１１５億円、２．４％の減となっている。地方特例交付金等について

は、以下の点に留意されたい。

(1) 児童手当特例交付金（児童手当の拡充に伴う地方特例交付金）

児童手当特例交付金の総額は、平成１８年度における児童手当の制度拡

充に伴う地方負担の増加に対応するために必要な６２６億円に平成１９年

度における制度拡充に伴う地方負担の増加に対応するために必要な５３６

億円を加算した１，１６２億円であること。

(2) 減収補てん特例交付金（住宅借入金等特別税額控除による減収及び自動

車取得税の減税に伴う自動車取得税交付金の減収に伴う地方特例交付金）

減収補てん特例交付金の総額は、住宅借入金等特別税額控除による減収

を補てんするために必要な９５８億円に、自動車取得税の減税に伴う自動
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車取得税交付金の減収の一部を補てんするために必要な５００億円を加算

した１, ４５８億円であること。

なお、平成２１年度税制改正における自動車関係諸税の減税が市町村財

政に与える影響が大きいことを踏まえ、平成２１年度から平成２３年度ま

での間、自動車取得税交付金の減収の一部を補てんするため、減収補てん

特例交付金を、各年度５００億円交付することとしていること。

自動車取得税交付金の減収に伴い減収補てん特例交付金に加算する額に

ついては、各市町村に対して自動車取得税交付金の減収見込額を基礎とし

て交付することとしていること。

また、個人住民税における新たな住宅借入金等特別税額控除の創設に伴

う平成２２年度以降の個人住民税の減収額については、その全額を減収補

てん特例交付金により補てんすることとしていること。

(3) 特別交付金

減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止されたことに伴う経

過措置として交付される特別交付金の総額は、２，０００億円であり、平

成２１年度までの措置であること。

４ 地方交付税

平成２１年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及

び酒税の３２％相当額、法人税の３４％相当額、消費税の２９．５％相当額

及びたばこ税の２５％相当額の合計額１１兆８，３２９億円（平成１８年度

に係る精算額のうち平成２１年度精算額３，０１６億円並びに平成９年度及

び１０年度に係る精算額のうち平成２１年度精算額８７０億円を減額した後

の額）に国の一般会計における加算額４兆２，７８４億円（「生活防衛のた

めの緊急対策」に基づく１兆円の加算、既往法定分及び臨時財政対策加算

分）を加えた１６兆１，１１３億円であり、前年度当初に比し９，７１２億

円、６．４％の増となっている。

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計に

おける剰余金等２，８０１億円を加算し、交付税特別会計借入金に係る利子

支払額５，７１１億円を減額した１５兆８，２０２億円であり、前年度に比

し４，１４１億円、２．７％の増となっている（別添資料第６）。
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各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の

決定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いるこ

とにより、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に

留意すべきである。

(1) 基準財政需要額

ア 間伐や学校耐震化をはじめ、地域の知恵を活かした事業を推進し、地

域の雇用を創出するため必要な経費を算定する「地域雇用創出推進費」

を創設することとしていること。

「地域雇用創出推進費」は、地方交付税の臨時費目とする予定であり、

雇用情勢や経済・財政状況の厳しい地域に重点的に配分することとし、

５，０００億円程度を算定することとしていること。

イ 「地域雇用創出推進費」以外の地方財政計画の歳出の追加計上に応じ

た基準財政需要額への対応については、地方交付税の算定に関する地方

の意見を踏まえ、産業振興関係経費、医師確保対策・救急医療等の充実

など医療・少子化対策経費並びに環境対策経費など安全・安心対策及び

社会保障関係経費等の所要の経費を充実することにより対応することと

しており、総額５，０００億円程度を算定することとしていること。

ウ 地方税の偏在是正により生じる財源を活用して、地方と都市の「共

生」の考え方の下、地方が自主的・主体的に行う活性化施策に必要な経

費を算定する「地方再生対策費」の交付税措置については、前年度と同

様の算定方法により、４，０００億円程度を算定することとしているこ

と。

エ 魅力ある地方の創出に向けた取組についての成果指標を交付税の算定

に反映する「頑張る地方応援プログラム」の交付税措置については、前

年度と概ね同様の算定方法により、２，２００億円程度を算定すること

としていること。

オ 態容補正（地域手当分差）及び寒冷補正（給与差）の一括適用を行う

とともに、土地価格比率による割増補正等を廃止するほか、最近の決算

の状況等を踏まえ、引き続き一部の費目において、普通態容補正の個別

係数を縮減することとしていること。
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カ 平成２１年度については、財源不足が大幅に拡大したため、臨時財政

対策債の発行可能額が大幅に増大しているが、地方交付税と臨時財政対

策債を合算した額が実質的な地方交付税であるので、前年度と比較・検

討する場合は、地方交付税と臨時財政対策債を合算した額により比較・

検討すること。

その他、基準財政需要額の増減は、各地方公共団体における公債費の

ウェイト等により各地方公共団体ごとにかなりの差が生じるものと見込

まれること。

(2) 基準財政収入額

ア 税源移譲によって財政力格差が拡大しないようにしつつ、円滑な財政

運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う影響分を当面１００

％算入することとしており、平成２１年度は、所得税から個人住民税へ

の税源移譲相当額及び児童手当特例交付金がその対象となるものである

こと。

イ 平成２１年度から道府県分にあっては地方法人特別譲与税について、

市町村分にあっては減収補てん特例交付金（自動車関係諸税の減税に伴

う地方特例交付金）について、新たにその７５％を算入することとして

いること。

また、地方法人特別譲与税については、基準財政収入額に係る精算制

度及び減収補てん債の発行の対象にすることを予定していること。

ウ 一般的に、道府県分にあっては法人関係税の減が見込まれ、市町村分

にあっては、市町村民税法人税割の減が見込まれること。

エ 基準財政収入額の見積もりに当たっては、前年度の実績値を基礎数値

として用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算され

ることとなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、

過少に見積もることのないようにすること。

オ 法人関係税（地方法人特別譲与税を含む。）、住民税利子割（利子割

交付金を含む。）、住民税所得割（分離譲渡所得分）及び特別とん譲与

税については精算措置を講じることとしているが、法人関係税（地方法

人特別譲与税を含む。）及び住民税利子割（利子割交付金を含む。）の
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減収額を対象に減収補てん債を発行する場合には、減収補てん債発行額

は精算措置の対象額から除くこととしていること。

(3) 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財政

対策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成２０年度に比し

個別算定経費（地方再生対策費、地域雇用創出推進費、公債費及び事業費

補正を除く。）にあっては、道府県分０．５％程度、市町村分１．０％程

度の増、包括算定経費にあっては、道府県分３．０％程度、市町村分３．０

％程度の減と見込まれること。

(4) 前年度に引き続き臨時財政対策債の発行に伴い、５兆１，４８６億円を

基準財政需要額から控除することとしていること。

また、「地方再生対策費」の財源を確保することに伴い増加する臨時財

政対策債振替相当額１，１００億円については、平成２０年度と同様に道

府県分の振替相当額に加算し、残余の既発債の元利償還金分等については、

都道府県・市町村の各基準財政需要額の規模を勘案し折半すること。

更に、平成２１年度において地方税の減収等による折半対象財源不足額

が生じることに伴い増加する臨時財政対策債振替相当額２兆７，５５３億

円については、主として法人関係税の減収により臨時財政対策債の発行可

能額が多額になっていること等を考慮して、都道府県と市町村の法人関係

税の減収割合により按分することとし、都道府県分１兆９，８３８億円、

市町村分７，７１５億円とすることとしていること。

なお、臨時財政対策債振替相当額は、折半対象財源不足が生じることに

伴い増加する額を含め、人口を測定単位とし、平成１９年度の臨時財政対

策債振替相当額を算出した際に用いた補正係数を基礎として算出すること

としていること。

(5) 平成２１年度の特別交付税の総額は、平成２０年度に比し２．７％の増

となっているが、予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう

慎重に見積もること。

特に、平成２０年度において、災害対策及び合併関連経費等年度によっ

て激変する項目により多額の交付を受けている地方公共団体にあっては、

これらの事由による減少についても確実に見込むこと。
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５ 国庫支出金

国庫支出金の総額については、現在のところ確定した額を把握することは

困難であるが、地方財政計画上２．２％程度の増になるものと見込まれる。

また、平成２１年度における各種交付金の計上額は、別添資料第７のとお

りであり、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整

交付金の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積

もられたい。

６ 地方債

平成２１年度の地方債計画（別添資料第８）は、極めて厳しい地方財政の

状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、地方

公共団体が、地域の活性化に積極的に取り組むとともに、生活関連基盤の整

備を計画的に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとして策

定している。

併せて、地方公共団体の資金ニーズへの適時・適切な対応が可能となるよ

う、地方公共団体金融機構を創設し、一般会計事業についても貸付対象とす

ることとしている。

その総額は、１４兆１，８４４億円となり、前年度に比し１兆７，０６８

億円、１３．７％の増となっている。

このうち、普通会計分は１１兆８，３２９億円で、前年度に比べて２兆

２，２７４億円、２３．２％の増となっており、公営企業会計等分は２兆３，

５１５億円で、前年度に比べ５，２０６億円、１８．１％の減となっている。

その主な内容は、次のとおりである。

(1) 平成２１年度までの３年間で５兆円程度の公的資金（平成２１年度にお

いては旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金）の補償金免除繰上償還

を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減する措置を講ずることとして

いること。

(2) 地方財源の不足に対処するため、「地方財政法」第５条の特例として臨

時財政対策債５兆１，４８６億円を計上していること。

なお、資金については、市町村分を中心に、地方公共団体金融機構資金

（仮称）を５，０００億円、財政融資資金を１兆５，４４６億円確保して
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いること。

併せて、一般公共事業債、学校教育施設等整備事業債、一般廃棄物処理

事業債、地域活性化事業債及び地方道路等整備事業債の一部に係る充当率

の臨時的引上げによる財源対策債（個別の地方公共団体の財政措置に不均

衡が生じないよう調整を図るための調整分を含む。）は１兆２，９００億

円で、前年度に比べ２，５００億円、１６．２％の減となっていること。

これは、道路特定財源の一般財源化に伴い、一般公共事業債における道路

の充当率を９０％に引き上げたことを踏まえ、調整分の所要額を見直した

こと等によるものであること。

(3) 道路特定財源の一般財源化に伴い、臨時地方道整備事業債を見直した上

で地方道路等整備事業債を創設しており、従来、道路特定財源があること

等により起債対象としていなかった通常の事業量に相当する部分について、

通常事業として新たに起債対象（充当率７０％）とするとともに、通常の

事業量を上回って行う事業については、引き続き臨時事業として充当率

９５％としていること。

併せて、臨時河川等整備事業債及び臨時高等学校整備事業債について、

一般事業債に移し替えていること。

(4) 国庫補助負担金改革における施設整備費に係る国庫補助負担金の一般財

源化を踏まえ、地方公共団体において施設整備事業を円滑に実施できるよ

う、引き続き施設整備事業（一般財源化分）７００億円を計上しているこ

と。

(5) 団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するた

め、将来の人件費の削減に取り組む地方公共団体を対象に、退職手当債５，

７００億円を計上していること。

(6) 集中改革プラン等に基づき数値目標を設定・公表して計画的に行政改革

を推進し財政の健全化に取り組む団体が、必要な公共施設の整備等を円滑

に実施することができるよう、当該事業に係る通常の地方債に加え、行政

改革推進債を充当することができることとし、３，２００億円を計上して

いること。

(7) 「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和４０年法律第６号。以下、
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「旧合併特例法」という。）の下で合併した市町村を支援するため、合併

市町村及び都道府県が公共施設の整備等を計画的に実施できるよう、引き

続き合併特例債及び合併推進債の所要額を計上していること。

また、「合併新法」の下で、都道府県の構想に位置付けられた市町村合

併を支援するため、市町村及び都道府県が実施する当該市町村の合併に伴

い特に必要となる事業について、引き続き合併推進債の対象とすることと

し、所要額を計上していること。

なお、合併特例債により積み立てられた「旧合併特例法」第１１条の２

第１項第３号に規定する基金の取崩しは、積立てのために特例的に認めら

れた合併特例債の性格にかんがみ、当該積立てのために発行された合併特

例債の元金償還が終わった額の範囲内で、取り崩すことが可能なものであ

ること。

(8) 辺地とその他の地域の格差是正を図り、また、過疎地域の自立促進のた

めの施策を推進するため、辺地及び過疎対策事業債３，１１６億円を計上

していること。

なお、定住自立圏の形成に対応した辺地度点数の算定要素の追加を行う

こととしていること。

(9) 地方公営企業の廃止、地方公社の解散又は一部事業の廃止及び第三セク

ターの整理又は再生に伴う債務処理等を円滑に実施することができるよう、

一般事業債において第三セクター等改革推進債を発行できることとしてい

ること。なお、当該措置を講じるに当たり、「地方財政法」の附則に地方

債の特例規定を置くための改正を行う予定であること。

(10)国庫補助負担金の一般財源化及び自動車関係諸税の減税に伴う影響額に

係る不交付団体への資金手当分並びに地方法人特別税等による減収に係る

資金手当分として調整債１００億円を計上していること。

(11)「地方公共団体財政健全化法」に基づく財政再生団体が、収支不足額を

地方債に振り替えることによって、当該収支不足額を財政再生計画の期間

内に計画的に解消するため、再生振替特例債を発行できることとしている

こと。

(12)地方債資金については、地方公共団体金融機構資金を創設し、一般会計
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事業についても貸付対象とするとともに、地方公共団体のニーズを踏まえ、

貸付対象、貸付期間、利率設定方式等について柔軟に対処することとして

いること。

また、臨時財政対策債の急増に対処するため公的資金を増額確保するほ

か、民間等資金の円滑な調達を図るため、市場公募団体の拡大や共同発行

市場公募地方債等の発行を引き続き推進することとしていること。

この結果、平成２１年度地方債計画における地方債資金については、財

政融資資金３兆９，３４０億円（前年度比６，９４０億円、２１．４％増、

地方債計画中の構成比２７．７％）、地方公共団体金融機構資金１兆８，

３３０億円（前年度比５，０００億円、３７．５％増、構成比１２．９％）

及び民間等資金８兆４，１７４億円（前年度比５，１２８億円、６．５

％増、構成比５９．３％）となっていること。

また、民間等資金の内訳は、市場公募資金３兆６，７００億円（前年度

比２，７００億円、７．９％増、構成比２５．９％）、銀行等引受資金４

兆７，４７４億円（前年度比２，４２８億円、５．４％増、構成比３３．５

％）となっていること。なお、市場公募資金のうち、住民参加型市場公募

債は２，５００億円となっていること。

(13)民間資金の調達に当たっては、市場公募化の推進、証券発行方式の活用、

満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、償還期間の多様

化を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化に努めるこ

と。

(14)全国型市場公募債については、既発行団体にあっては発行規模の拡大に

努めるとともに、全都道府県及び政令指定都市が全国型市場公募債を発行

することを目指す観点から、未発行団体にあっては積極的にその発行を検

討すること。

なお、平成２１年度においては、新たに加わる１団体を含め４５団体が

全国型市場公募債を発行する予定であること。

また、中核市、特例市はもとより、その他の市町村においても、地域住

民の行政参加意識の高揚とともに、地方債の個人消化及び資金調達手法の

多様化を図る趣旨から推進している「住民参加型市場公募債」の発行に積
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極的に取り組むこと。

(15)発行単位の大型化による安定的かつ有利な資金調達を図るため、「地方

財政法」第５条の７の規定に基づく共同発行市場公募債のうち全国型につ

いては平成２１年度において発行規模１兆３，９００億円程度、３３団体

を予定していること。なお、全国規模の共同発行に限らず、近隣地方公共

団体間や都道府県・市町村間など様々な形の共同発行の推進に努めること。

(16)それぞれの地方公共団体において財政健全性を維持するための取組を行

っていること、ＢＩＳ規制上、信用リスクの標準的手法において、リスク

・ウェイトがゼロとされていること等について、地方債の市場化の推進に

対応し、住民及び市場関係者の一層の理解を得られるよう、積極的にＩＲ

活動（投資家・金融機関等への説明）等情報提供を行うこと。

(17)地方債の管理に当たっては、施設の耐用年数等を勘案しつつ適切な地方

債の償還条件を選択し、公債費負担の中長期的な平準化に十分留意するこ

と。

なお、この観点から、一般公共事業（各種災害関連）、過疎対策事業

（病院関連）、辺地対策事業（診療所関連）及び公営企業（工業用水道事

業、交通事業（電車、バス車庫・営業所）、病院事業（職員宿舎）等）に係る

財政融資資金の償還年限を延長することとしていること（別添資料第９）。

また、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、借換えによ

り対処するものとすること。なお、償還期間を延長する等借入条件を変更

することは、市場関係者に対して債務の繰り延べとの印象を与えかねない

ため、慎むこと。

７ 使用料・手数料等

使用料・手数料及び分担金・負担金については、対象事務の見直しを図り

つつ、住民負担の公平確保の観点と受益者負担の原則に立脚し、関係事務費

の動向に即応して常に見直しを行い、その適正化を図られたい。

第７ 歳出

１ 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項に留意し、定員管理及び給与水準の適
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正化等により、その抑制に特段の努力をされたい。

(1) 各地方公共団体においては、「新地方行革指針」に基づき、抜本的な事

務・事業の整理、組織の合理化に努めるとともに、積極的な民間委託等の

推進、任期付職員制度の活用、ＩＣＴ化の推進、公共施設の効率的な配置

等の取組により、適正な定員管理を一層推進し、集中改革プランにおける

定員管理の数値目標の着実な達成に向け、定員の純減に努めること。

また、技能労務職の採用に当たっては、真に正規職員でなければ対応で

きないものであるか等について十分検討すること。

なお、国の法令による定員配置の基準を超えて職員配置をしている場合

にあっては、当該法令の趣旨等を踏まえて、定数の適正化を図るなど、適

切に対処すること。

(2) 地方財政計画上の職員数については、「基本方針２００６」における５

年間で５．７％の定員純減目標を踏まえた定員の純減を進めるとともに、

義務教育教職員の改善増等を見込むことにより、２３，８６８人の純減

（公立保育所保育士人件費を一般行政経費（単独）から移し替えたことに

より、給与関係経費としては９４２人の増）としていること。

(3) 義務教育諸学校の教職員については、地方財政計画上、児童生徒数の減

少等に伴う１，５５５人の減員に対して、１，０００人の改善増を見込む

ことにより、全体として５５５人の減員を見込んでいること。

公立高等学校、公立大学等の教職員については、地方財政計画上、児童

生徒数の減少等に伴い、３，５０２人の減員を見込んでいること。

(4) 一般職員（教職員、警察官、警察事務職員及び消防職員を除く職員。）

については、地方財政計画上、２０，６９６人の減員（公立保育所保育士

の移し替え２４，８１０人を含めると４，１１４人の増）としていること。

(5) 警察官については、地方財政計画上、現下の治安状況を勘案し、９５９

人の増員を行うこととしていること。また、警察事務職員については、７４

人の減員を見込んでいること。

(6) 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第１０のとおり改定

される予定であること。

なお、基礎年金の公費負担については、地方財政計画上、その負担割合
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を１／２とした額（５，２４４億円、対前年度比１，４８５億円の増）を

計上していること。

(7) 平成２１年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善

費を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を

計上しないこととしているので留意すること。

(8) 地方財政計画上の給料単価等の積算に当たって、平成１７年人事院勧告

の給与構造改革と同様の見直しに加え、「基本方針２００６」等に沿って、

地域民間給与の更なる反映、期末勤勉手当の支給月数の地域格差等の反映、

級別職員構成の是正及び教員給与の見直し等を見込んでいること。

(9) 地方公務員災害補償基金負担金については、別添資料第１１のとおり改

定される予定であること。

２ 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項に留意しつつ、経費全般について徹底

した見直しを行い、重点化を図るとともに、その節減合理化に努められたい。

(1) 一般行政経費（単独）については、既定の行政経費について自助努力に

よる節減分を見込みつつ縮減を図る一方、地域の元気回復に向けて地方が

自主的・主体的に取り組む地域活性化施策、定住自立圏構想の推進、医療

・少子化対策等に財源の重点配分を図ることとし、前年度に比し約０．１

％減の１３兆８，３００億円程度を計上することとしていること。

(2) 国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保

険の保険基盤安定制度（保険料軽減分）３，２６７億円、都道府県調整交

付金４，７９６億円、国保財政安定化支援事業１，０００億円及び長寿医

療制度（後期高齢者医療制度）の保険基盤安定制度（保険料軽減分）２，

３７３億円を合算した１兆１，４３６億円を計上することとしていること。

(3) 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要

額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。

(4) 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成２１年

度においては、５，７００億円程度（前年度同額）を地方財政計画に計上

することとしているので、各地方公共団体においては、年度途中の追加財

政需要に適切に対応しうるようあらかじめ財源を留保しておくこと。
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(5) 運輸事業振興助成交付金については、引き続き地方財政計画に所要額を

計上することとしており、各都道府県においては、適切な予算措置を講じ

ること。

３ 投資的経費

地方公共団体が財政の健全化に留意しつつ、地域の自立や活性化につなが

る基盤整備や生活関連社会資本整備を実施することが求められており、各地

方公共団体においては、地域の実情に即した適切な事業を選択し、事業の重

点的かつ効果的な実施に努められたい。

(1) 国の公共事業関係費は前年度比５．０％増（特別会計に直入されていた

地方道路整備臨時交付金相当額が一般会計計上に変更されることによる増

加を除くと５．２％の減）とされたところであるが、地方財政計画におい

ては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前年度に比し約７．４

％減の１兆３００億円程度、補助事業費については、前年度に比し約７．８

％減の４兆９，５００億円程度となる見込みであること。

(2) 地方単独事業費については、前年度比３．０％減の８兆８００億円程度

を計上することとしており、既定経費の節減合理化や基金の活用などによ

り財源の確保に努めるとともに、「地域活性化事業」等の活用を図り、基

盤整備への重点化を図りつつ、生活関連基盤の整備や地域経済の振興等に

必要な事業を実施すること。

(3) 公共工事については、「公共事業コスト構造改善に対する取組につい

て」（平成２０年５月９日付け総務事務次官通知）を参考に積極的にコス

ト構造改善に取り組み、改善率の公表を推進すること。

４ 公債費

公債費については、公的資金の元利償還金の減少等により、地方財政計画

上前年度に比し２．４％程度の減が見込まれたが、最近の金融情勢を踏まえ、

公債費の償還期限の見直しを行った結果、０．６％程度の減を見込むことと

している。公債費が依然として高い水準にあるとともに、その状況は各地方

公共団体において異なるものであること等にかんがみ、公債費に係る地方交

付税措置や減債基金における既発債の償還財源の積立状況等を考慮し、実質

的な後年度負担を把握しつつ年次償還計画を策定することなどにより、中長
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期的観点に立った適切な財政運営の確保に努められたい。

５ 維持補修費

維持補修費については、地方財政計画上前年度と概ね同額を見込むことと

している。各種公共施設等について計画的に補修を行い、その機能が十分に

発揮されるよう適切な措置を講じられたい。

６ 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」（昭和２７年法律第２９２

号）等に定める一般会計との間における経費負担区分等の経営に関する基本

原則を堅持しながら、地方公営企業の経営基盤の強化、住民生活に密接に関

連した社会資本の整備の推進、公立病院における医療の提供体制や医師確保

対策をはじめ、社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開等を図るた

め、地方財政計画に所要額を計上することとしているので、この趣旨に沿っ

て適正な運用を図られたい。

７ その他

次の諸点に、特に留意されたい。

(1) 国と地方公共団体間、地方公共団体相互間等における財政秩序は、これ

を厳に保持する必要があり、各地方公共団体においては、「地方公共団体

財政健全化法」附則第５条の規定等を踏まえ、引き続き財政秩序の維持・

確立に努めること。なお、同条ただし書の規定により、地方公共団体が国

立大学法人等に対して寄附金等を支出できる場合の要件・手続を定めた

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令」（平成１９年政令第

３９７号）については、地方公共団体と国立大学等が連携した地方再生を

進める観点から、その制限を緩和するとともに手続の簡素化等を図ったと

ころであり、「地方財政再建促進特別措置法施行令及び地方公共団体の財

政の健全化に関する法律施行令の一部を改正する政令等について」（平成

２０年３月１９日付け自治財政局財務調査課長通知）及び「国立大学法人

等に対する寄附金の支出等に関する取扱いについて」（平成１９年１２月

２８日付け自治財政局財務調査課長通知）に基づき、適切に対処すること。

(2) 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものであ

るが、依然として、経営状況が悪化し、収益率が低下する等極めて厳しい
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状況にあるので、各施行団体にあっては、魅力の向上による売上げの増加

を図り、開催経費の削減等による経営の合理化を徹底するほか、必要に応

じ、今後の事業の在り方についても検討を行うこと。

なお、引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に

経営改善に取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や

機械導入等に伴い一時的に増加する経費のほか、公営競技施設に係る当該

年度の地方債元金償還金について、地方債を充当することができることと

しており、必要に応じてこの措置を活用し、積極的に経営の合理化に取り

組むこと。

(3) 公共調達については、入札談合の排除を徹底し、随意契約等の一層の適

正化を図るために、国の機関等が当面迅速かつ適切に実施すべき施策を取

りまとめた「公共調達の適正化に向けた取り組みについて」（平成１８年

２月２４日付け公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議決定）を踏ま

え、公共調達の適正化に向けた取組を更に推進すること。

また、公共工事における一般競争入札及び総合評価方式の導入・拡充、

ダンピング受注の防止の徹底、予定価格等の公表の適正化等については、

「建設業における「安心実現のための緊急総合対策」の適切な実施につい

て」（平成２０年９月１２日付け総務省自治行政局長・国土交通省建設流

通政策審議官通知）及び「公共工事の入札及び契約の適正化の推進につい

て」（平成２０年１２月２２日付け総務省自治行政局長・国土交通省建設

流通政策審議官通知）の趣旨を十分に踏まえ、適切に対処すること。

なお、公共工事以外の請負の契約についても、技術的要素等の評価を行

うことが重要であるものについては、総合評価方式による一般競争入札の

導入・拡充を図ることが求められていることにも留意が必要であること。

(4) 国等が設置主体となる公的施設（会館、宿泊施設、会議場、結婚式場、

健康増進施設、総合保養施設、勤労者リフレッシュ施設その他これらに準

ずる施設を指し、特殊会社及び民営化が決定された法人が設置するものを

除く。）については、新設及び増築を禁止することとされ、地方公共団体

に対しても、この措置に準じて措置するよう要請するものとされていると

ころであり（平成１２年５月２６日閣議決定）、「民間と競合する公的施
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設の改革について」（平成１２年６月９日付け自治事務次官通知）に基づ

き、適切に対処すること。

(5) 住民票の写しの交付等の事務については、「地方公共団体の特定の事務

の郵便局における取扱いに関する法律」（平成１３年法律第１２０号）に

より郵政民営化後の郵便局においても引き続き取り扱わせることができ、

また、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成１８

年法律第５１号）により官民競争入札等を実施し民間事業者に業務を委託

することができることとされているので、住民の利便の増進を図るととも

に、地方公共団体の組織及び運営の合理化に資するため、これらの制度の

活用に努めること。

また、「住民基本台帳関係の事務等に係る市町村の窓口業務に関して民

間事業者に委託することができる業務の範囲について」（平成２０年３月

３１日付け自治行政局市町村課長・自治行政局自治政策課長・自治税務局

企画課長通知）により、これらの窓口関連業務のうち関係法令の規定に照

らして民間委託が可能な業務の範囲を整理していることから、これに基づ

き民間委託を活用すること。

第８ 地方公営企業

１ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次

のような措置を講じることとしているので、その適切な活用に努められたい。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関

連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を確保していること。

(2) 平成１９年度から平成２１年度までの３年間で５兆円程度の公的資金の

補償金免除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減する措置

を講じることとしており、繰上償還の承認を受けた企業は当該公営企業経

営健全化計画の着実な実施に努めること。

(3) 水道事業においては、水道施設の耐震化を早急に推進するため、基幹水

道構造物及び水道管路の耐震化に係る上水道安全対策事業を拡充すること

としていること。
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(4) 下水道事業については、地理的条件や個別事情によって料金の対象とな

る汚水資本費（使用料対象資本費）が高水準となる事業に対する高資本費

対策として、使用料単価が１５０円／㎥以上であることを条件として資本

費の一部に地方交付税措置を講じることとしていること。

下水道事業の経営健全化を図るため、平成１８年度の繰出基準の見直し

を踏まえ、使用料で賄うべき経費と一般会計で負担すべき経費とを明確に

区分するとともに、使用料が低い水準にとどまり、使用料で賄うべき経費

を一般会計からの繰入により賄っている地方公共団体にあっては、早急に

使用料の適正化に取り組むこと。

また、下水道事業債の元金償還期間と減価償却期間との差により構造的

に生じる資金不足を補うため、資本費平準化債として所要の地方債措置を

講じることとしているので積極的に活用すること。

なお、流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設につ

いて、前年度と同様に、事業年度における一般会計からの繰出しに代えて、

臨時的に下水道事業債（臨時措置分）を措置することとし、当該臨時措置

分に係る下水道事業債の元利償還金については、その全額（流域下水道の

うち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度において基準財政需要額

に算入することとしていること。

(5) 病院事業については、「公立病院改革ガイドライン」（平成１９年１２

月２４日付け自治財政局長通知）を踏まえ、各地方公共団体において、①

経営の効率化、②再編・ネットワーク化及び③経営形態の見直しの３つの

視点に立った「公立病院改革プラン」の策定及びその実施に着実に取り組

み、地域において必要な医療提供体制の確保を図ること。

また、平成２１年度以降の病院事業に係る地方財政措置については、

「公立病院に関する財政措置のあり方等検討会」の報告及び平成２１年度

の地方財政対策を踏まえ、昨年１２月に「公立病院に関する財政措置の改

正要綱」を決定し、過疎地や産科、小児科、救急医療などの不採算部門に

おける医療の提供、公立病院における医師確保対策の推進等に係る地方交

付税措置を大幅に拡充することとしていること。

具体的には、①過疎地の医療確保のため、「不採算地区病院」の要件の
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緩和や単価増、②産科、小児科、救急医療等の充実のため、救急告示病院

の普通交付税措置への移行、周産期病床、小児病床の単価増など、不採算

部門における医療の提供体制や医師確保対策の充実に向け、地方交付税措

置額を７００億円程度増額するとともに、経営形態の多様化を踏まえ、公

的病院、有床診療所等に関する地方交付税措置を拡充することとしている

こと。

各地方公共団体においては、不採算であっても地域医療確保の観点から

公立病院が担うべき医療機能については、一般会計において明確な基準の

下に必要な経費負担を行うことを前提に、病院事業の経営健全化に取り組

むこと。

２ その他留意事項

交通事業のうちバス事業については、地方公営企業としてサービス供給を

行う必要性について、民間への事業譲渡等の選択肢を含めた観点から再検討

する必要がある。その上で、地方公営企業によりサービス供給を継続する場

合には、 職員定数や給与水準の適正化等、経営の効率化に努められたい。

特に、バス事業運転手の給与等については、総合的な点検を行い、その現

状、見直しに向けた基本的な考え方、具体的な取組内容等を策定し公表して

いるところであるが、引き続き、当該地方公営企業の経営の状況その他の事

情をも考慮しながら、特に給与水準を地域の民間バス事業者との均衡に一層

留意し、住民の理解と納得が得られる適正な給与制度・運用となるようにさ

れたい。
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